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要　　約
　本稿はブロックチェーンと会計教育を扱ったワークショップの内容を紹介し，筆者の私見の
概要を展開している。許可型ブロックチェーンがもつ特徴を勘案すれば，サプライチェーンと
の親和性が高く，これに着目した管理会計の導入が最適なコスト管理の実現に寄与する。サプ
ライチェーンが生み出す便益を説明する手段として，経営資源の増減変化をもたらす経営者の
意思決定思考の記述・説明を志向する仕掛財務情報の拡充が有益である。

キーワード：�数量化，ハッシング（Hashing），仕事の証明，許可型ブロックチェーン，
　　　　　　変動費の固定費化，仕掛財務情報

仕掛財務情報の拡充に向けて
― 許可型ブロックチェーンの読み解きから ―

Usefulness of Pre-Financial Information and 	
Permissioned Blockchain  

来　栖　正　利
Masatoshi Kurusu

例でも確認しよう。防犯カメラの設置は地域の安
全維持強化に貢献している一方，手の届かぬどこ
かから常に監視され続けているという隷従感を
我々に植え付けていることを示唆する。IT が放
つ眩いばかりの「光」を絶賛する世間を醒めた目
で見ながら，その「影」の部分に底知れぬ好奇心
を筆者は覚える。
　この「影」に光を当て，これが何なのか，これ
からの行く末がどうなるのかといった怖いもの見
たさに満ちた筆者の探究心を満たすために，ある
ワークショップに参加した。本稿はその内容を次
の構成に基づいて紹介する1。まず，プレゼンター
である Stratopoulos が取り上げた項目に沿って，

はじめに
　人工知能（AI：Artificial Intelligence）を含む
情報技術（IT：Information Technology）の進展
は筆者（来栖）が幼少期に見た SF 映画等に描か
れた「近未来社会」を着実に実現している。IT
は異常なまでの利便性の高さを安価に提供してお
り，それ故に，負担する我々のコスト意識を稀薄
にしている。なお，この稀薄さが薄氷を踏むがご
とく危うく不安定な IT の上に日常生活が成立し
ているという我々の意識の程度も包含することを
知る人は少ない。
　例えば，電話番号を登録保存したスマート・
フォーンを置き忘れたことを思い出そう。この

「緊急事態」は電話番号を記憶していないことが
原因で，親しい誰かに連絡ができないという「孤
立」状態に我々を瞬時に陥れる。これは IT が生
む大小の障害が日常生活の機能不全をいとも簡単
に引き起こすほどまでの「偉大な存在」であると
同時に，我々を支配できる独裁者の地位に君臨し
ていることを物語る。
　このことを，治安維持を目的に防犯カメラの設
置を住民が強く要望し，至る所に設置されている

1	 本稿はアメリカ会計研究学会年次総会開催に先立って開
催された CPE セミナー（Continuing Professional Edu-
cation）に筆者（来栖）が参加学習した内容と私見をま
とめたものである。当該セミナーの詳細は次の通りであ
る。タイトルは Workshop#07-Teaching Blockchain to 
Accounting Students である。プレゼンターは Theopa-
nis Stratopoulos（School of Accounting and Finance, 
University of Waterloo）である。開催日時は2019年８
月10日（土曜日）の午後１時～午後４時までであった。
本稿の内容は，適宜，筆者が加筆修正等の編集を施して
いる。
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その概要を紹介する。次に，ブロックチェーンの
普及にともなって顕在化する検討課題を述べ，そ
の探究から読み解く会計情報の意味を考えたい。
そして要約を示して本稿を終えることにする。

Ⅰ．ブロックチェーンの基礎知識2

１．学習目的

　監査業務，税務会計，そしてコンサルティング
にブロックチェーンが与える影響を適切に評価す
るために，会計学者はブロックチェーンに関する
知識を豊富にしておく必要がある。ブロック
チェーンに対する関心と当該技術を導入する意義
を，「数量化する」ことの意味を示すことで，
Stratopoulos は 説 明 し た。 こ こ で 数 量 化 す る

（quantifying）とは，数値で表されていないこと
を数値または数字に置き換えて精確に理解する試
みを意味する。
　利用者が行った検索回数に着目した数量化を通
じて，ある事柄の関心度合いを理解できる。例え
ば，Google Trends は特定の単語を検索する検索
回数を図や表で表すサービスを提供している。た
だし，特定の雑誌記事を検索したい場合，Google 
Trends よりも相対的に長い検索語を入力できる
Lexis-Nexis のデータベース検索を利用する方が
便利である。これらの事例は人間の「関心」とい
う主観の数量化に成功していることを物語る。
　ブロックチェーンを含む新しい IT の導入に
よって生まれる何らかの便益を享受するのが誰な

のか，そしてそのタイミングを考えてみよう。一
般に，新技術の導入サイクルが「釣り鐘型」の曲
線 を 描 く 傾 向 に あ る こ と を 見 出 し た Rogers

（1995）に基いて，Stratopoulos は時の経過に基
づいて変化する曲線を５つに区分に分けた［（a）
イノベーター，（b）初期導入者，（c）早期追従
者，（d）後期追従者，（e）のろま］［図表１］。

（a）�イノベーター：新技術に関連する不確実性が
最も高い時に導入を決めた最初の個人 / 組織
である。新技術が実験段階の域を出ない場合
が多く，先行者利得を描きにくい。

（b）�初期導入者：イノベーターほどリスク選好で
はないものの，新技術が内包する不確実性
が比較的高い段階で導入を決めた個人 / 組
織である。なお（a）の成否から多くを学ぶ
初期導入者の動向は新技術の成否およびそ
の普及の程度を大きく左右する。

（c）�早期追従者：新技術が内包する不確実性が低
減し始める段階で導入を決めた個人 / 組織で
ある。（a）から（c）に区分される個人 / 組
織は（d）および（e）と比較すれば相対的
にリスク選好であり，先行者利得を十分享受
できる競争優位な立場を確保している。

（d）�後期追従者：競争上劣位の立場に追い込まれ
ており，業績のジリ貧状況から脱するために
新技術を導入せざるを得なくなった状況に
いる個人 / 組織である。後期追従者は先行
者利得を得るというよりは新技術を導入し

導

入

者

の

数

イノベーター 初期導入者 早期追従者 後期追従者 のろま

~2.5% ~13.5% ～34% ～34% ~16% 

時 間

←   競争上の優位性を確保  → ← 競争上導入が必要    → 

出典：Stratopoulos and Calderón（2019，p.7，図1.5）。ただし，若干の修正を施している。

2	 Stratopoulos は，Stratopoulos and Calderón（2019）に
沿って，ワークショップを進めると述べた。なお，
Stratopoulos and Calderón（2019）は添付ファイルで参
加者宛に事前に配信されている。

［図表１］技術採用のライフサイクル
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ている同業他社の競争力に屈しないという
動機が当該新技術導入の決め手になってい
る。

（e）�のろま：新技術の導入を最後に行う個人 / 組
織である。なお，ブロックチェーンの普及は
主に（a）イノベーターと（b）初期導入者
が受け入れるに止まる3。

　ブロックチェーンに関連する誇大宣伝（hype）
が仮想通貨やその投機への勧誘を通じて我々の射
幸心を煽るものの，当該技術を会計およびファイ
ナンスを専攻する学生や専門家は適切に理解する
必要がある。電子マネーを活用した金銭授受機能
が与える効果を無視できなくなっている。ブロッ
クチェーンは既存のビジネスモデルを激変させる
力をもち，とりわけ銀行及び金融サービスを営む
業界を存亡の危機に陥れる可能性がある。

２．ブロックチェーンの特徴4

　ブロックチェーンという概念は広義および狭義
の意味をもっている。これらを説明するために使
用されている頻出用語（terms）に着目すれば，
ブロックチェーンという概念を特徴付ける重要な
キ ー ･ ワ ー ズ に 気 づ く。 例 え ば，「 取 引

（transactions）」，「台帳（ledger）」，「分散 / 共有
台帳（distributed ledger）」，「信頼できる第三者

（trusted third-party）」，「取引確認（transaction 
verification）」， そ し て「 二 重 支 出（double-
spending）」である。
　これらの用語の説明を Alice，Bob，そして
Christie の取引を例示しながら行ってみよう。ま
ず Bob に資金がなければ取引（支払い）ができ
ないので，2000を Genesis Block と名付ける初期
値 と し て Bob に 付 与 し， こ れ を 集 中 台 帳

（centralized ledger）に記録する［図表２］。こ
の取引は2019年５月29日，午前２時57分47秒に行
われたとする。なお，次の取引を行い，それを記
帳する場合，その取引を決済するのに十分な資金
を Bob が持っていることを確認する必要がある，
換言すれば，取引が成立するのは支払う側が十分
な資金を持っている場合に限られる。これを「取
引確認」と呼ぶ。

［図表２］集中台帳

タイムスタンプ 勘定から勘定へ 数量
1 2019-05-29 02:57:47 Genesis Endowment Bob 2000

　次に，Alice へ Bob が900の支払いを行い，こ
れを集中台帳に記帳する［図表３］。Alice との
取引が承認されることの意味は，Bob の台帳から
二重支払いが発生せずにブロックチェーンに当該
取引を加えることができることである。

［図表３］集中台帳

タイムスタンプ 勘定から勘定へ 数量
1 2019-05-29 02:57:47 Genesis Endowment Bob 2000
2 2019-05-29 02:57:47 Bob Alice 900

　次に，Alice は Christie に300の支払いを行い，
これを集中台帳に記帳する［図表４］。これも
Alice の台帳の収支（900）を確認し，取引可能
であることを承認する。以上から，Alice，Bob，
そして Christie がそれぞれ保有する台帳の収支
は600，1100，そして300である5。

［図表４］集中台帳

タイムスタンプ 勘定から勘定へ 数量

1 2019-05-29 02:57:47 Genesis Endowment Bob 2000

2 2019-05-29 02:57:47 Bob Alice 900

3 2019-05-29 02:57:47 Alice Christie 300

　信頼された台帳を保有することの便益は「二重
支出」の回避である。これを説明するために次の
例を考えよう。（1）Bob が ATM に行き，自分の
銀行口座から $2,000を引き出す。と同時に，（2）
Bob は自身が保有する携帯電話を使って $900の
電子マネーを Alice が指定する銀行口座に振り込
む。これらを同一時刻に行うことができれば，二
つの取引が成立する。
　しかしながら，現行の金融機関のシステムは取
引のタイムスタンプに基づいて処理すべき取引の

3	 ブロックチェーンの導入サイクルに関する詳細は	
Stratopoulos and Wang（2018）を参照されたい。

4	 本節は Stratopoulos and Calderón（2019，pp.13-20）を
簡略して述べている。

5	 集中台帳に基づく取引の記帳例に限定し，Alice，Bob，
そして Christie がそれぞれ保有する台帳の記帳例を省
略している。
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順番を判断する。上述の二つの取引が2019年５月
22日の午前10時３分42秒に成立する場合，（1）の
取引には［2019-05-22 10:03:42:01］のタイムスタ
ンプが割り当てられ，（2）のそれには［2019-05-22 
10:03:42:02］のタイムスタンプが割り当てられる。
これらのタイムスタンプは Bob が（2）の取引を

（1）のそれよりも先に行うこと，つまり二重支出
ができないことを保証する。
　電子台帳を経由して行う取引が生み出す便益は

（A）現金という物理的なモノの交換を必要とし
ないことと（B）二重支出の回避である。とはい
え，電子台帳の記録を集中台帳に反映させる処理
はいくつかの問題を含む。①台帳にバグか生じた
かハッカーの攻撃に遭えば台帳が破壊され機能不
全に陥る可能性がある。②政府または犯罪によっ
て台帳が破壊されてしまえば機能不全に陥る可能
性がある。そして，③台帳を保管する組織（信頼
できる第三者）に対する信頼が揺らいでしまえ
ば，当該処理を利用しなくなる可能性がある。
　上述の便益と三つの問題を所与とすれば，ブ
ロックチェーンの普及とともに次のような課題が
顕在化する。ブロックチェーンが理論通りに機能
することを前提とすれば，（a）取引を行う際の決
済手段である現金という物理的なモノを必要とし
なくなる。これは銀行の存在が電子マネーの決済
機能を担保していることで理解できる。（b）信
頼できる第三者を経由しなくとも取引が成立する
ので，金融機関が果たすべき役割が改めて問われ
ることになる。

３．信頼性の確保

　ブロックチェーンの特徴の一つは台帳に記帳さ
れた取引内容の改ざんが限りなく不可能になるこ
とである。これは信頼できる第三者に代わるどの
ような機能をブロックチェーンが保持しているの
かを考えることを意味する。この信頼性を確保す
るための機能を示すキーワードは「ハッシング

（hashing）」と「仕事の証明（proof-of-work）」で
ある。これらは取引の記帳の共同作業と監視を通
じてブロックチェーンの高い透明性を確保してい
る。
　前述から言えることは，ブロックチェーンにお
いて取引が分散台帳の中核として機能するという
ことである。そこで，二人の当事者が決められた

時間内に行った取引をひとまとめにする時，これ
をブロック（block）と呼ぶ。取引の一単位であ
るブロックが数珠つなぎになれば，これをブロッ
クチェーンと呼ぶ。このつながったブロックの順
番が重要である。なぜならば，現在のブロックが
それに先立つブロックの存在，つまり，検証済み
または承認済みのブロックであること，を前提と
しているからである。
　したがって，もしブロックの改ざんが行われた
場合，当該ブロックが改ざんのないブロックであ
るという検証または承認結果を得ることはあり得
ない。この検証または承認機能を果たすのがハッ
シングという作業である。ここでハッシングと
は，取引の元データからある計算を行うことに
よって，規則性のないハッシュ値を算定し，その
値を用いて元データを置き換える作業をいい，次
のような二つの特徴を持っている。
　①ハッシングを経て元データを置き換えた場
合，元データの復元ができないことである。②元
データを置き換えるために計算したハッシュ値が
常に同じなため，元データに加工を施した場合，
新たなハッシュ値を得るので，元データと一致す
るか否かを検証できることである。ハッシングは
複式簿記における相殺仕訳に類似する。既に行っ
た仕訳を相殺する場合，当該仕訳をそのまま残
し，当該仕訳に対する反対仕訳を行い「消去す
る」という作業と当該作業によって得られる効果
がハッシングによって得られる効果と類似する。
　加えて，「仕事の証明」という作業もブロック
チェーンの信頼性を担保する。これはある取引
データを新規生成し，既存のブロックチェーンに
加える権利を得るために行う膨大な作業のことを
いう。通常，膨大な作業を行ってまで取引データ
の改ざんを試みることをしないと考えられる。し
たがって，当該作業を課すことがデータ改ざんを
試みようとするインセンティブを萎えさせる抑止
力として働くと期待できる。
　この膨大な作業は当該作業を終えるための一定
の作業時間を要する煩雑さと作業結果の検証の容
易さという特徴を併せ持つ。「仕事の証明」を実
感するには，複数のチームに分かれて同じ問題で
ある数独の解答を競ってみることが最善である。
同じ数独の問題を最初に解答したチームは即座に
解答を確認することができ，正解にたどり着いた
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ことの報酬として仮想通貨を獲得する。
　したがって，ブロックチェーンの長さは，今ま
での取引データが精確であることの証明であると
同時にその信頼性の程度を示す。ブロックチェー
ンに「加えられた」取引に関与した取引当事者
は，既存の取引当事者の信頼を得ている「等質」
な仲間だけで構成されている。これは，あるブ
ロックチェーンに関与した取引当事者の結束力が
排他的ともいえるほどの強さを保持していること
を示唆する。

４．Hyperledger

　仮想通貨を必要としないブロックチェーンの特
徴を最大限に活用したオープンソースソリュー
ションのプラットフォームであるハイパーレ
ジャー（Hyperledger）を紹介する。例えば，許
可型ブロックチェーン（Permissioned Blockchain）
とは，特定の複数の組織 / 個人によって許可され
たコンピュータが取引（ブロック）の承認者にな
る分散型台帳のことである。これは許可型ブロッ
クチェーンがサプライチェーンと親和性が高いこ
とを意味する6。
　親和性の高さを示す例は，食材の安全性を確保
するために，農家から店頭に並ぶまでの経路の検
証やダイヤモンドの原産地を遡るためにサプライ
チェーンを構築する等である［Metcalfe（2019）］。
これは追跡可能性と検証可能性を併せ持つ状態を

許可型ブロックチェーンとサプライチェーンがそ
れぞれ保持していることに着目し，これを親和性
の高いネットワークと称することができるだろ
う。
　許可型ブロックチェーンは事前に承認された会
員だけの参加を認める。これをコンソーシアムと
呼び，（a）参加者全員が取引を読みかつ検証でき
るタイプと（b）ネットワークオーナーと呼ぶ会
員だけが取引を読みかつ検証できるタイプ，これ
ら二種類がある。両者とも仕事の証明と仮想通貨
を必ずしも必要としない7。許可型ブロックチェー
ンに参加している会員は相互信用に基づいて結束
している一方，非会員に対して排他的である。
　例えば，Johnson and Johnson 社（J&J）が販
売する洗口液のブランドである薬用リステリンは
原材料の仕入れから製販に至るサプライチェーン
を構築している［図表５］。
　［図表５］はネットワークオーナーである J&J
が（A）ユーカリ栽培農家，（B）アルコールの供
給，そして（C）ソルビトール（糖アルコールの
一種）の供給の三つのコンソーシアムを形成して
いることを示している。ここに示されている会員
は，当該ネットワークに参加することを J&J が
許可した，会員だけである。これは取引毎の承認
作業等が不要であること，その詳細を会員が知る
立場にはない合理的なサプライチェーンを構築し
ていることを示す。

［図表５］リステリンサプライチェーン

出典：Stratopoulos and Calderón（2019, p.72, 表7.2）

→ → →

小　売

→ → → J&J → → Walmart

→ → →アメリカ農家

ソルビトールの供給

US物流業者

オーストラリア物流業者

Maersk(海運大手)

US物流業者

石油業者

ユーカリ油のサプライチェーン

アルコールの供給

Maersk(海運大手)

Maersk(海運大手)

US物流業者

オーストラリア抽出業者

精製業者

アメリカ加工業者

オーストラリア農家

6	 仮想通貨は不特定多数の誰もがマイニング（取引の承
認）に参加できるので，非許可型ブロックチェーン

（Permissionless blockchain）と呼ぶ。
7	 主要概念の説明は次の web-site を参照されたい。
	 https://hyperledger-fabric.readthedocs.io/en/release-1.	

4/network/network.html
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Ⅱ．コメント
１ .許可型ブロックチェーンが与える影響

　前述の（b）タイプの許可型ブロックチェーン
とサプライチェーンとの親和性の高さの意味を確
認しておこう。調達，生産，そして販売をすべて
自前で行うこと（内製）は，企業規模の増加とと
もにこれらの管理運営の円滑さを損なう可能性が
高くなる傾向にある。これを制御すべく，（1）各
事業を専業とする組織に委譲 / 委託する分業を考
える（外注）。なお，ここでは各事業を担う組織
と何等かの契約関係にあると述べるにとどめ，考
察を進める。
　（2）分業体制の運用は，当該体制に参画する組
織の各種 ｢ 多様性と異質性 ｣ を制御することに
よって，その円滑さを担保しようとする（利害調
整）。そのさい，（3）経営環境の変化とともに当
該体制をできる限り単純に維持し続けることが有
効である。なぜならば，組織間の情報格差を是正
し，当該体制に参画している組織の結束力を弱め
ないことに役立つからである。これは（4）当該
体制が目指す目標共有による組織相互の合意を前
提とする。
　以上より，（1）から（4）を織り込んでいる許
可型ブロックチェーンがサプライチェーンと親和
性が高いと解釈できる（I-4を参照）。しかも，既
存のネットワークの構築状況（樹形）を，管理会
計を駆使したモニタリングを行い，費用に対して
最も効率的なネットワークを再構築できる。これ
は各種プログラミング言語を駆使して作成する，
できる限り単純なプログラムの方が最善であると
いう論理に通じる8。
　ただし，許可型ブロックチェーンを活用したサ
プライチェーンの構築は，日本的経営の象徴の一
つと指摘されてきた系列取引が抱える問題を再燃
させる可能性がある。例えば，長期継続取引は，
諸環境の変化とは無関連に，財貨・役務の安定供
給に資するという便益を当該取引当事者に提供す
る。しかしながら，系列取引に加わっていない取
引当事者（または消費者）はその排他性に起因す
る不合理な「コスト」負担を強いられる可能性が
ある9。
　許可型ブロックチェーンを活用したサプライ
チェーンの構築が，仕入れるべき財貨・役務の独
占購入の可能性を高めることの明暗を［図表５］

に基づいて説明しよう。①ユーカリ油の栽培農
家，②アルコールの供給業者，そして③ソルビ
トールの供給業者を，J&J が過度に囲い込む場合
を考えよう。これが実現すれば，J&J が自由裁量
を行使して安定させた ｢ 市場価格 ｣ が変動相場に
基づく市場価格にとって代わる可能性が生まれ
る。

２．プライスリーダーシップと「コスト」管理

　J&J が発揮できるプライスリーダーシップが生
み出す便益の一つは，J&J をネットワークオー
ナーとするコンソーシアムの会員が当該取引価格
を固定費に準ずる項目と見なして予算計上できる
ことである。仕入価格または購入価格が相対的に
安定することは，そうでない場合と比較して，取
引価格の変動という不確定項目の制御を容易にす
る。これは収益稼得とその計上が資本投下に先行
できない以上，経営活動の安定に寄与する10。
　需要と供給によって（取引）価格が決まるとい
う価格形成メカニズムは，取引価格を利用する取
引当事者に対して，当該価格が内包する不確定さ
に翻弄されない経営管理能力が一定水準以上ある
ことを求める。ある特定の取引当事者が制御また
は対応できる範囲で（取引）価格を決めることが
不可能に近いという不確定さに耐える能力が不十
分である場合，当該取引当事者は当該取引価格に
基づく事業活動の安定継続が困難になる可能性が
高くなる。
　なお，事業活動継続の維持強化に資する経営管
理能力とは，次の二つのことと考えよう。（a）不
測の資金需要に対して迅速に資金調達ができる能
力，（b）（a）を所与とすれば，ある財貨・役務
をある所与の価格に基づいて取得するさいに要す
る決済資金を内部流動性によって充当でき，その
さい，そのことによって他の事業活動にまったく
支障を来さない状態を保持できる能力である。
　両者のうち本稿は（b）に着目する。というの

8	 これは KISS（Keep It Simple, Stupid［シンプルにして
おけ，バカ］）という原則でも表現され，通常何事にも
当てはまる。

9	 以下，「コスト」とは，会計学上の費用ではなく，手間
暇や煩雑さ，またはストレスといった計測不可能（貨幣
量による測定が不可能）なそれや経済学上の定義である
機会原価を含む概念と定義づける。

10	ネットワークオーナーの交渉力がコンソーシアムに与え
る各種弊害を所与とする。
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は，財貨・役務の取得が取引当事者を必要とする
仕入 / 購買活動であり，この維持強化をゼロ「コ
スト」で行うことができないからである。取引当
事者（企業）の「コスト」管理能力の巧拙が企業
の存続可能性の維持強化を左右する。したがっ
て，「コスト」管理能力を適切に発揮できる状態
が保持されている場合，管理対象である「コス
ト」を自らの意思で管理可能なそれと考えること
ができる。
　ここで重要なことは，自らの意思で「コスト」
管理できることである。ある項目に対して負担す
る「コスト」を変動「コスト」ではなく固定「コ
スト」（定量）にできる能力が相対的に高いこと
が有用である。なぜならば，ある項目の取得に要
する「コスト」を定量に近づけることができるこ
とが，その取得に要する費用に相当する予算総額
に占めるその見積額の割合を引き下げ，その結
果，予実差の最小化を期待できるからである。

３ .「コスト」管理と費用対効果

　さらに，自らの意思で「コスト」管理できるこ
とによって享受できる便益は，費用対効果の観察
に経営者が傾注できることである。費用対効果を
会計学上の費用に対する効果と考える場合，当該
効果を会計上の収益，つまり，資本取引以外の取
引によって稼得した資産の増加と換言できる。か
けた費用に対して稼得収益の対価である資産の受
領予定額に注視できることは，そうでない場合と
比較して，経営項目の軽重の明確化に寄与する11。
　購買意欲に基づく消費行動の結果が稼得収益で
あることは，財貨・役務の提供側者が稼得収益の
金額を自らの意思で決めることができない不確定
項目であることを示唆する12。事業活動は資本投
下とその回収の循環過程そのものであり，この過
程において稼得収益の金額の減少が販売者の制御
不可能事象として生じる可能性を排除できない。
したがって，費用と稼得収益の的確な管理の要求
は経営者に少なくとも四重の試練となるだろう。
　ある目的の実現に向けた行為は，これを妨げる
要因をゼロ（= 容易に達成）にしたいという人間
のインセンティブを前提とする。なぜならば，当
該目的を合理的 / 効率的に実現することが当該人
間の満足度を最大にするからである。この人間の
行動欲求に基づけば，不確定項目を含む稼得収益

の管理よりも会計学上の費用の管理を経営者が選
好すると考えることは自然である。これに基づき
上述の「四重の試練」を次のように考えよう。

４ .「コスト」管理と振替費用の利活用

　（あ）他の事項を所与とすれば，稼得収益を適
切に管理するための「コスト」が，それが不確定
項目であることに起因して，増すだろう。これに
ともない，不確定項目を制御するために経営者が
負担した「コスト」に関する情報の開示需要が生
まれるだろう。取引当事者の消費行動を販売者で
ある経営者が制御できないことが自明であるもの
の，稼得収益管理に要した「コスト」情報の開示
要請は経営者にとって無理難題の何ものでもない
だろう，というのは当該「コスト」が会計学上の
費用として認識・測定の対象にないからである。
　とはいえ，（い）決済資金の支出額からなる取
引価格の属性を固定費のそれに置換できれば，不
確定項目である稼得収益の大きさに応じた適切な
費用管理を経営者は実践できるだろう。これは損
益分岐点の管理が相対的に容易になる，というの
も，上述の予算総額に占める見積計上額の割合を
減らし，その結果，予算額と実績額との予実差の
最小化に寄与するからである。これは稼得収益に
見合った会計学上の費用の計上も可能にするだろ
う。
　（う）変動費の固定費化が経営者に提供する便
益は，適切な会計学上の費用計上の実質的な意味
を，企業の存続可能性の維持強化に直接結びつけ
ることができることである。これは会計学上の費
用 ･ 損失の計上によって機能する自己金融作用の
享受である。会計学上の費用 ･ 損失の計上は当該
計上額分だけの稼得収益を裏付ける流動性の外部
流出を拘束する。この拘束の実質的な意味は投下
資本の回収実現と採算性の改善に寄与することで

11	稼得収益の管理に関する詳細な考察を所与とする。
12	販売者が得意先の流動性を完全に制御できないことを，

稼得収益が織り込んでいることを「不確定項目の内包」
と本稿は表現する。（販売）契約締結時に交わした収益
の「量」を，例えば，現預金で受領できて初めて確定す
る / できる。ただし，財貨・役務を提供し，その対価と
して現預金を受け取る決済手段をとらない場合，売上債
権をいったん受け取り，後日，決済資金を受領して当該
契約の完全履行となる。この間，販売者は受領額を確定
できない，なぜならば，得意先が債務不履行に陥る可能
性があるからである。
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ある。
　（え）資金的裏付けを必然としない原因発生主
義に基づく振替費用も会計学上の費用 ･ 損失とし
て記帳できることを勘案すれば，振替費用の計上
額は稼得収益の追加拘束を意味する13。ただし，
振替費用の利活用は諸刃の刃になる可能性があ
る。というのは，振替費用の計上額が大きくなる
ことが，当期純損益の（1）追加悪化を促す，ま
たは（2）その改善を妨げることになり，この経
営責任を問われる可能性を高めることに寄与する
からである。
　例えば，現在株主は株価の下落という富の減
少，減配または無配という利益分配の機会喪失と
いう「コスト」負担を余儀なくされる。これらの

「コスト」負担に対して，説明責任または経営責
任を問う現在株主のインセンティブを経営者は刺
激してしまう可能性がある。他方，経営者自らが
生み出した「コスト」に対して，経営者は振替費
用の利活用を正当化する事後説明の準備という追
加「コスト」を生み，かつ自ら負担する羽目にな
る。
　ただし，振替費用の利活用は，上述したように
当期純損益を犠牲にする反面，次期以降の純損益
を改善する可能性を高めると同時に，企業の存続
可能性の維持強化に寄与する内部資金調達の実現
という便益を経営者に提供する。これを享受する
ために，経営者は内部資金調達手段を選好する。
なぜならば，振替費用に基づく資金調達がその源
泉を外部に求めるよりも「コスト」節約になるか
らである。
　ここでの「コスト」は調達資金の使途および返
済計画に関する事前説明の準備に要するそれが大
半を占める。これは経営者にとって，調達資金の
使途または返済計画の有無とは無関連に，「コス
ト」負担になる。といういのは，（a）漠然とした
説明が投融資を行う債権者の説得材料にはならな
い。（b）調達資金の使途および返済計画を債権
者と共有することが，それらに関する経営者の自
由裁量の行使の阻害要因になる可能性を高めるか
らである。
　しかしながら，資金調達の実践手段として振替
費用を利活用すること，つまり，費用または損失
の認識測定に要する会計実践のそれで実現できる
ことは，次のような追加便益を経営者に提供す

る。（1）調達資金に関する説明責任を稀薄にでき
る。（2）企業の存続可能性の維持強化を実質的に
達成できる。そのさい，（3）（1）（2）に関する説
明責任を当期期間損益計算の実践である会計実践
に関するそれに集約かつ置換できる。

５ .「コスト」情報の開示要請

　上述の（1）から（3）の内容は経営者が解決で
きない二つのディレンマを生み出す。振替費用の
利活用は（a）外部資金調達に伴う説明責任と内
部資金調達のそれとのトレード・オフを生む。た
だし，後者は外部資金調達で問われる債権者（出
資者）に対する説明責任を稀薄 / 無視にできる。

（b）当期期間損益の悪化と次期期間損益の改善
というトレード・オフを生む。これは現在株主に
よる議決権行使による経営者の再任否決 / 解任可
決という可能性を生む。
　（a）（b）というディレンマに直面している経営
者の精神状態を直接観察することは極めて困難で
あるものの，当期期間損益を算定するために選択
された会計実践に着目し，経営者の価値観や意図

（経営者の意思決定思考）を推論できる機会があ
る。ただし，経営者の保守的思考［来栖（2017a，
2017b）］や情報開示に関する各種ひな型があり，
これが経営者の意思決定思考の精確な読み取りを
妨げる要因になっていることを十分理解しておく
必要がある。
　会計情報が複式簿記という制約条件から逃れる
ことができないという井上（1990）を踏まえ，そ
の生成過程をならしめている会計実践に着目し，
経営者の意思決定思考を読み取ることができる可
能性を前段で言及した。この読み取る機会は，会
計実践を主に文字情報によって記述・説明する，
注記から得ることができる。これら非財務情報

（non-financial information） ま た は 記 述 情 報
（narrative information）は少なくとも投資家の
理解改善を助ける可能性を秘めている。この点に
ついて節を改めて概説しよう。

13	発生主義に基づく振替費用を計上するさい，当該費用
（または損失）に因果関係があるか，つまり，費用収益
対応の原則に基づく論理的な説明が可能であるか否かと
いう問題を所与とする。
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Ⅲ．発散収束する会計情報
１．仕掛財務情報

　会計情報を構成する財務数値（financial data）
と前述の非財務情報とがそれぞれ異なる属性を持
つ情報であると同時に，それぞれを分けて考える
ことが会計学者の共通認識になっていると思われ
る。なぜならば，財務数値が複式簿記に基づいて
生成される財務数値である一方，非財務情報がそ
うであることを必ずしも必要としない情報も含む
からである。
　まず，前述の共通認識とは異なり，財務数値と
非財務情報とが異なる属性を持っているとは必ず
しも言えないと考えている Romano（2015）に依
拠して，筆者の私論を展開してみよう。Romano

（2015）は非財務情報（non-financial information）
と名付ける代わりに仕掛財務情報（pre-financial 
information）と定義づけることの方が最善であ
ると主張し，その理由を次のように説明する。

　�「�仕掛財務情報は経営上重要なものである：こ
れらの重要性を企業はしばしば過小評価して
いる。遅かれ早かれ，仕掛財務情報は企業の
正味の結果に影響を及ぼす貨幣項目へと『進
化』する。したがって，仕掛財務情報の変化
を理解した上で意思決定していくことが企業
の存続上必要不可欠である」（par.1）。

　ここで企業が「ヒト，モノ，カネ」という経
営資源を活用しながら機能することを思い出そ
う。いずれかの増減変化は他の項目のそれを連
鎖的に引き起こす。この連鎖関係は資本投下に
始まり経営資源という多様な形態を経て資本回
収（貨幣）に至ることで一巡する。これを表す
情報を仕掛財務情報と定義づけ公開することは，
これが回収可能な資本の大きさに影響を与える
と同時に，これに関する投資家の適切な理解と
予測に役立つ。
　このような投資家の理解改善は企業価値の的確
な創出と形成に直結する。簡潔明瞭な財務数値に
加え，これらの生成過程に関する仕掛財務情報の
公表は投資家に経営者の意思決定思考を詳説し，
財務数値が伝えるメッセージに対する投資家の的
確な理解および解釈を強化する14。このような投
資家の「反応」は経営者の意思決定思考の改善に

経営者自身が活用できる機会になる。
　次に，仕掛財務情報と財務数値に含まれる情報
がどの時間軸の経営資源の増減変化を表している
のかを考えよう。財務数値を貸借対照表，損益計
算書，そしてキャッシュ・フロー計算書に表示さ
れているそれらに限定すれば，財務数値は，会計
年度の期首と期末（決算日）を含む過去と現在の
特定日に確定した，「過去」または「現在」の財
務数値（ある勘定科目の集計額）になる15。
　他方，経営資源の増減変化の過程を表す仕掛財
務情報は期首における経営資源の（a）期中増減
変化に関する「過去」情報と，（b）期末におけ
る集計値である「現在」情報，そして，（c）今後
の増減変化に関する「将来」情報に分類できる。
なお，（a）から（c）の経営資源の増減変化に関
する理由・要因は（1）経営者の意思決定思考に
よるものと（2）経営者の意思決定思考とは無関
連によるものとを含む16。
　ここで経営資源の保全管理が経営者に課されて
いる会計責任の一つであることを思い出そう。こ
れは前述の（2）に該当する要因が経営資源の増
減変化に与える影響を見越して何等かの措置を経
営者の意思決定思考が施したはずだという投資家
の期待を導くだろう。なお注意すべきことは，投
資家の期待が経営資源の増減変化をもたらす「可
能性がある」という将来の不確実性や不確定要素
に対する経営者の意思決定思考に注目しているこ
とである。
　この経営者の意思決定思考は大きく二つの要因
に依拠している。一つは，「過去」情報と「現在」
情報，そして両者を確定するために用いた多種多
様な情報である。もう一つは，前者を用いて経営
者の意思決定思考が帰納して得た推測・推論であ
る。この適否は経営者の意思決定思考が念頭にお
いている将来の特定日に現出した状況である事実
との突き合わせによって検証および評価できる。

14	会計情報を活用する投資家の判読能力をどのように考え
るのかという問題は古くて新しい問題の一つである。例
えば，この問題を経営者が決めるべき情報開示水準の決
定要因として考察した来栖（2017a，2017b）を参照さ
れたい。

15	議論を単純にするため，決算日に算定した数値が確定値
であると仮定する。

16	仕掛財務情報は来栖（2019b）が述べる「会計方針に関
する情報」のことである。別の機会を設けて両者の関係
を詳説する。
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　将来のことは将来にならないと誰も知ることが
できない。そうであるにも関わらず，将来に関す
る情報に客観性や信頼性を求めることは経営者の
意思決定思考という主観的な評価・判断に関する
投資家の評価を阻害する。これは経営者の意思決
定思考に基づく財政状態および経営活動という個
別事項を評価するための一般的かつ抽象的，それ
故，客観的な情報が果たす役割が制限されてしま
う可能性を示唆する。
　したがって問われるべきは，会計情報の属性に
加えて経営者の意思決定思考という行為を司る倫
理なのである17。これは経営者の誠実さの程度を
適切に反映する会計情報の方が相対的に有用であ
ることを示唆する18。なぜならば，投資家の期待
が特定の企業の経営資源の増減変化に対する経営
者の意思決定思考という特定事項に着目している
からである［来栖（2009，p.212）］。
　このことは，例えば，投資家の意思決定に有用
であったのは「ソフト」情報であると述べた
Schneider（1972）に基づいている。ここで「ソ
フト」情報に対する「ハード」情報を「意見，予
測，または主観的な評価とは区別された ･･･『事
実』と呼ぶ，客観的に検証可能な過去の事象また
は状況に関する記述」（pp.254-255）とした米国
証券取引委員会（SEC: Securities and Exchange 
Commission） を 踏 襲 し，Schneider（1972） は

「ソフト」情報に分類できる項目を次のように概
説した19。

　�「�（1）将来予想に関する記述 ･･･；（2）記述内
容の正確さを裏付けるデータ不足に起因する，
過去または現在の状況に関する記述 ･･･；（3）
主観的な評価に大半が裏付けられている情報
･･･；（4）過去の行為の客観的検証が相当簡単
な目的，きっかけ，意図に関する記述 ･･･；

（5）修飾語を含む記述である」（p.255）。

　（1）から（5）の項目に該当する「ソフト」情
報を客観性や信頼性がある情報と結論付けること
の意味を考えてみよう。これは誰もが同意するこ
とを必ずしも必要としない一方，理解・解釈でき
るならば，当該情報の入手が誰にとっても有利 /
不利にはならないという意味で，当該情報を「妥
当である」または「許容できる」，つまり，客観

的または信頼性があるそれと結論付けることを意
味する。
　これは，所与の程度を超えているという意味
で，当該情報の客観性や信頼性の程度が高いと結
論付けているにすぎない。なぜならば，この高さ
がどの程度あるのかを誰もが観察できないことに
加え，そのことを了解しているのが我々の観念，
つまり，頭の中で考え理解しているからである。
したがって，客観性や信頼性を担保する要件とし
て，その再現性を，通常，期待しない。
　上述のように考える根拠は，ある評価対象を評
価する人が異なれば，各々の価値観が均質，同
質，または同一ではあり得ないというそれであ
る。ある特定の情報を複数の人が評価すれば，下
す結果が同じであるとしても，それに至る思考は
異なる。これはある同一の評価対象に対する評価
という結論に至る過程やそれを司る価値観の程度
が同じであることはあり得ず，またそれを誰もが
了解し，かつ受け入れているからこそ「承認」，

「妥当」，「許容」といった表記を用いているので
ある。

むすび
　本稿は IT の一つであるブロックチェーンに関
するワークショップの内容を取り上げ，私見を展
開した。最近，AI を含む IT の進展が既存の雇
用機会を奪ってしまうと指摘する声が大きくなっ
ている［例えば，新井（2010）］。事実，論理的に
飛躍がない単純反復作業は機械設備が担いやすい
と考えられている。とはいえ，殆どすべての雇用

17	人間の倫理（主観であり価値観）を評価する一般的な尺
度を設けることの困難さは時代を問わず普遍 / 不変の問
題である。例えば，Buckley（1971）は会計原則と社会
倫理との調和を図ることの困難さを述べている。

18	これは「財務数値（『文字列と，その画像』）から読み取
ることができる多種多様な情報である『意味』と当該財
務数値に関する解釈との間に生じる不一致を『セマン
ティックギャップ』」と定義づけた来栖（2019b，注16）
に依拠している。ここから，仕掛財務情報を開示するこ
とに会計情報の利用者が経験する「セマンティック
ギャップ」を埋める役割を期待できる。

19	「ソフト」情報と「ハード」情報とを明確に区別する基
準があるわけでもない，つまり，ある情報が「ハード」/

「ソフト」情報ではない，したがって，「ソフト」/「ハー
ド」情報であると画定できる決め手にかける。例えば，
尾 崎（1991，pp.55-63），Brudney（1989, p.726），Hiler

（1987, pp.1116-1118），Schneider（1972, pp.256-257）を
参照されたい。
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機会を奪うまでの水準に IT が発展するには，そ
れが可能になるとしても，もうしばらく時間を要
するだろう［海老原（2018）］。
　I-1で述べたように，ブロックチェーンの普及
がイノベーターと初期導入者にとどまることを踏
まえれば，次のことを少なくとも指摘できるだろ
う。IT の導入が①作業効率に寄与する業種とそ
うでないそれがあると考える方が現実的である
し，②生産性を飛躍的に高めることが自明であっ
たとしても，費用対効果を踏まえると設備投資に
二の足を踏む個人 / 組織が必ず存在するだろう。
これらは理想と現実が一致するとは限らないこと
を示唆する。
　他方，前述の点を所与とすれば，IT の導入と
倫理問題を無視できないと江間（2019）は指摘す
る。これを踏まえれば，IT の一つである本稿が
取り上げた許可型ブロックチェーンに基づくサプ
ライチェーンがもたらす便益をどのように説明す
るのかという会計責任論の在り方も検討しなけれ
ばならない機会が早晩訪れるだろう。これは人手
不足を補うべく IT を導入することが損益改善と
従業員の勤労意欲の改善という「二兎を追う」こ
とを可能にするのか否かという問題に直結するこ
とを示唆する。
　そのさい，財務数値に加えて非財務情報，これ
を本稿は仕掛財務情報と定義づけ，その概要を述
べた。経営資源の増減変化を司る経営者の意思決
定思考という主観や価値観を情報開示の対象とし
て拡充する必要性や有用性を指摘した。これは経
営者の意思決定思考が経営者以外の「ヒト」を動
かし，それらの行為が「モノ，カネ」の形態と量
を変化させ，それを知る投資家が企業価値の形成
に寄与していることを前提とする。
　財務数値に加えて記述情報の重要性を認識する
機運が高まり，金融審議会（2018）が公表され
た。これを受け，記述情報の拡充も要請する金融
庁（2019）へと制度の拡充が図られている。ブ
ロックチェーンを始めとする IT 導入が投資の一
つであり，これが引いては企業価値を左右するこ
とを踏まえれば，投資と企業価値との関連性を詳
説し，投資家の納得を得るというコミュニケー
ションの充実を経営者は今まで以上に図っていく
必要があるだろう。
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